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個別注記表 

１．重要な会計方針 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

 市場価格の無い株式等以外のもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全額純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

市場価格の無い株式等 

移動平均法による原価法 

ただし、実質価額が著しく低下したものについては、実質価額と簿価の差 

額を有価証券評価損として計上することとしております。 

    ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  製     品   個別法による原価法並びに総平均法による原価法 

     原材料・貯蔵品   総平均法による原価法 

     仕  掛  品   主に個別法による原価法 

  （貸借対照表額については収益性低下に基づく簿価切下げの方法） 

     

 （２）固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産    定額法 

 無形固定資産    定額法 

     長期前払費用    定額法 

 

 （３）引当金の計上基準 

   貸 倒 引 当 金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に 

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に債権の回収可能性を検討し、   

回収不能見込額を計上しております。 

   賞 与 引 当 金    従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に 

                      基づき計上しております。 

     製品保証引当金   製品引渡後の保証に備えるため、当社が将来負担す 

               る製品保証費用見込額に基づき計上しております。 

     退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退 

     職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して 

おります。 

     役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職 

               慰労金規程に基づく当期末要支給額を計上してお 

ります。 
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（４）リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第 13 号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16号）を適用しております。 

重要性の乏しいリース取引で、リース契約 1件当たりのリース料総額が 300

万円以下のリース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

なお、2015 年 4月 1日前に契約した所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

 

 （５）消費税等の処理方法 

税抜方式を採用しております。 

 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度の末日における発行済株式の総数   普通株式  3,393,166株 

    

（２）配当に関する事項 

   ①配当金支払額 

 2025年 6月 25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

配当金の総額        213,769,458円 

      配当の原資          利益剰余金 

      １株当りの配当額        63.00円 

      基準日         2025年 3月 31日 

      効力発生日       2025年 6月 26日 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度 

となるもの 

     2026年 6月 22日開催の定時株主総会の議案として、剰余金の処分として 

     期末配当に関する事項を次のとおり付議します。 

      配当金の総額         20,358,996円 

      配当の原資          利益剰余金 

      １株当りの配当額          6.00円 

      基準日         2026年 3月 31日 

      効力発生日       2026年 6月 23日 
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３．その他の注記 

   減損損失 

  当事業年度において以下の資産について減損損失を計上しております。 

 

   ①減損損失を認識した資産 

事業用途 種類 減損損失（千円） 

フラットバー 建    物 20,573  

構  築  物 5,906  

機 械 装 置   57,631  

工具器具備品 112  

合計 84,224  

 

   ②減損損失に至った経緯 

     事業用固定資産における収益性の低下により投資額の回収が見込まれなく 

    なったため、減損損失として特別損失に計上しております。 

 

③資産のグルーピングの方法 

     事業毎に 1 つの資産グループとしております。 

 

① 回収可能価額の算定方法 

     資産の帳簿価額を合理的に算出された正味現在価値額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損益に計上しております。 

 

                                        

(注)記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てにより表示しております。 

 


